	平成３０年度 神戸挑戦企業等支援補助制度
公募要領

交付申請受付期間：平成30年5月11日（金）～平成30年6月8日（金）必着


神　戸　市

１　目的

　　戦略産業分野（航空・宇宙、医療・健康・福祉、農業・食糧、環境・エネルギーの４分野）の新素材・新製品の実用化に向けた開発や新事業展開のための試作開発、水素産業分野における新製品の開発等における製品試験検査を対象に補助することにより、ものづくり技術の高度化と市内産業の振興を図ります。
２　概要

(1)　補助対象事業

　　　① 新規開発事業

戦略産業分野における新素材・新製品の実用化に向けた開発

　　　② 新事業展開のための試作開発事業

戦略産業分野における、川下企業等との取引創出・拡大をめざして行う、下記の事業
・川下企業等に対して、事業者等が有する優位性のある技術を提案するための試作開発

・川下企業等からの具体的なニーズに対して、技術的課題等を解決するための試作開発

　　　 ③ 水素産業分野における製品試験検査事業
水素産業分野における新素材・新製品の開発、試作開発に係る試験検査機関等における

製品試験検査
※川下企業等とは、最終製品製造企業及びそのサプライヤー企業、大学、研究機関、医療機関等をいいます。

　　　　※①、②とも神戸挑戦企業等支援補助制度（新規開発事業）で過去に採択された事業と内容が同じ案件は、対象になりません。
　　　　※①と③、②と③は併願可能ですが、その場合は申請前にご相談ください。
(2) 補助対象者の要件

　　　【単独枠】市内中小企業で、神戸市市税条例に定める神戸市税の滞納又は未申告がない者
・市内中小企業とは、神戸市内に本社または主たる事業所を置く中小企業をいいます。 

【コンソーシアム枠】市内中小企業が幹事となって構成されるコンソーシアムで、市内企業に神戸市市税条例に定める神戸市税の滞納又は未申告がない者

・構成員の２分の１以上が市内中小企業であることが必要です。
・市内中小企業とは、神戸市内に本社または主たる事業所を置く中小企業をいいます。 

※ 用語の説明
 【１】「コンソーシアム」とは

　　　　　　　複数の企業が役割分担を明確にし、連携・共同して補助事業を行うグループをいいます。

　　　　　　　また、財務諸表規則第８条で定義される「親会社」「子会社」のみで構成される場合は対象外となります。

　　　 【２】「幹事」の役割とは

　　　　　　補助金申請者として、補助事業の統括・執行管理・会計事務について一切の責任を負います。書類の提出は、幹事企業が行ってください。

　　　 【３】「中小企業」とは
	区　　　分
	資本金の額
	従業員数

	製造業・運輸業・建設業等
	３億円以下
	３００人以下

	卸　　売　　業
	１億円以下
	１００人以下

	サ　ー　ビ　ス　業
	５千万円以下
	１００人以下

	小　　売　　業
	５千万円以下
	５０人以下


　　　　※資本金の額または従業員数のいずれか一方が該当すれば対象となります。

　　　　　※個人企業は資本金の額は関係ありません。
※以下の中小企業は、「大企業」とみなします。（「みなし大企業」）
①発行済株式の総数又は出資金額の1/2以上を同一の大企業が所有している中小企業
②発行済株式の総数又は出資金額の2/3以上を複数の大企業が所有している中小企業
③大企業の役員又は職員を兼ねている者が役員総数の1/2以上を占めている中小企業
【４】構成員の「２分の1」とは

　　　　　　　分母分子ともに、コンソーシアム構成員のうち企業者のみを対象とします。

· 大学、医療機関等は対象としません。

(3) 補助対象経費

・表内＊の経費は、神戸市内の事業者への発注を原則とします。　

・飲食費、旅費等については対象となりません。

・補助対象経費は、消費税抜きの金額となります。
　　① 新規開発事業

	経費区分
	内　　　　　　　　　容

	原材料費等＊
	原材料・副資材の購入に要する経費

	装置購入費等＊
	機械装置または工具・器具の購入、改良、借上または修繕に要する経費

	外注加工費＊
	外注加工、設計委託、ソフトウエア開発委託等に要する経費

	技術指導費
	技術指導の受け入れに要する経費

	直接人件費
	新規開発・実用化に直接関与する者の直接作業時間に対する人件費

（時間給×直接作業時間数）

※補助対象となる直接人件費の上限は、原則、補助対象事業費の２分の１とします。

	調査経費
	各種文献・データ資料の収集・分析等に必要と認められる経費

	その他の経費
	展示会等への出展や広告印刷物の作成等販路開拓に要する経費

工業所有権取得・薬事申請費用等、市長が必要と認める経費


② 試作開発事業

	経費区分
	内　　　　　　　　　容

	原材料費等＊
	原材料・副資材の購入に要する経費

	装置購入費等＊
	機械装置または工具・器具の購入、改良、借上または修繕に要する経費

	外注加工費＊
	外注加工、設計委託、ソフトウエア開発委託等に要する経費

	技術指導費
	技術指導の受け入れに要する経費

	直接人件費
	試作開発に直接関与する者の直接作業時間に対する人件費

（時間給×直接作業時間数）

※補助対象となる直接人件費の上限は、原則、補助対象事業費の２分の１とします。

	調査経費
	各種文献・データ資料の収集・分析等に必要と認められる経費

	その他の経費
	工業所有権取得・薬事申請費用等、市長が必要と認める経費


　③水素産業分野における製品試験検査
	経費区分
	内　　　　　　　　　容

	試験検査経費
	試験検査機関における製品試験検査に要する経費（耐久性試験、性能試験、気密試験など）

※施設使用料、委託費、外注費など名目は問いません。


(4) 補助金額等
	対象分野
	戦略産業分野
	水素産業分野

	助成対象事業
	新規開発・試作開発
	製品試験検査

	補助率
	１/２以内
	１/３以内

	補助限度額
	単独枠
	100万円
	100万円

	
	コンソーシアム枠
	単年度：500万円

２か年事業：合計750万円
	


※ コンソーシアム枠に関して
単年度事業で５００万円を限度とし、下記（６）に定める２か年事業で、合計７５０万円を限度とします。
（1年目：５００万円、２年目：２５０万円を限度とします。）

２か年事業の２年目の補助金は、平成３０年度予算の成立を前提とします。

※水素産業分野の製品試験検査に関して、過去に採択された事業と同内容の試験（再試験）の補助申請を行う場合は、補助限度額は５０万円となります。

(5)　補助金の交付時期

　　　　補助金の認定交付決定の後に、請求に基づき交付決定額の２分の１（コンソーシアム枠は３分の１）を限度として概算払い（８月下旬頃を予定）を行い、事業完了時に精算のうえ、請求に基づき残額を交付します。なお、補助金の交付は幹事企業に対して行います。

(6)　補助対象期間

　　　 平成３１年３月３１日までとします。

　　　 なお、コンソーシアム枠では、事業の内容に応じて、最大、平成３２年３月３１日までにまたがる補助期間を設定することができます。この場合、当該事業１件あたりの補助金額は、２か年合わせて、７５０万円以内とします。
(7) その他

神戸挑戦企業等支援補助金交付要綱を必ずご確認ください。

交付要綱は、「神戸ものづくり支援ポータル」のホームページに掲載しています。

（http://www.kobe-liaison.net/）

３　申請方法等

(1)　申請の際に提出していただく書類（平成３０年６月８日（金）１７時必着）

1 神戸挑戦企業等支援補助金認定交付申請書（様式第１号）

2 コンソーシアム概要書（様式第２号）※コンソーシアム枠の場合のみ作成

3 企業概要書（様式第３号）※コンソーシアム枠の場合は、構成員全てについて作成

4 事業計画書（様式第４号その１～その３および別記）

5 神戸市市税条例に定める神戸市税に関する誓約書兼調査に関する承諾書
（様式第４号の２）※コンソーシアム枠の場合は、構成員のうち市内企業は全て提出

※その他、必要に応じて、追加で書類を提出していただくことがあります。

(2)　認定交付事業の決定（平成３０年８月初旬頃）

①事業の内容、②神戸地域での経済効果、③事業の実施能力、④事業の市場性などに関する審査（必要に応じてヒアリング）を行います。

以上により認定・不認定の決定を行い、８月初旬頃に、結果を申請者に通知します。

※補助金額は、予算の範囲内で認定します。　

(3)　概算払いの手続き（平成３０年８月）

　　　　交付決定企業は、交付決定額の２分の１（コンソーシアム枠は３分の１）を限度に、概算払いの交付を受けることができます。概算払いを希望する場合は、概算払請求書（様式第９号）を提出してください。

(4)　事業計画の変更（随時）

　　　交付決定後、事業内容若しくは遂行計画、又は補助対象経費等に変更が生じた場合（原則として、変更による補助対象経費の増減額が変更前の金額の２０%を超えない場合を除く）、補助事業計画変更等届出書（様式第１０号）により、速やかに届出を行ってください。

(5)　事業実績報告書の提出（平成３１年３月３１日まで）

交付決定企業は、補助事業完了後１０日以内または平成３１年４月１０日のいずれか早い日までに、事業実績報告書（様式第１１号その１、その２）を提出してください。また、対象事業費の内訳が申請時から変更した場合には、補助事業計画変更等届出書（様式第１０号）も合わせて提出してください。

※その他、必要に応じて、追加で書類を提出していただくことがあります。

(6)　補助金額の確定及び請求（平成３１年４月頃）

事業実績報告に基づき、補助事業の成果、対象事業費の審査を行い、補助金額を確定するとともに確定通知書により通知します。交付決定企業は、確定通知書を受領後、請求書（様式第１３号）を提出し、補助金を請求してください。

　
(7)　その他

①　認定交付決定時に、交付決定企業名（コンソーシアム枠の場合はその構成員を含む）・所在地・連絡先、事業の名称を市のホームページ等により公表します。

②　提出された書類はお返ししません。

③　当該補助事業により得られた知的財産権は、交付決定企業等に帰属するものとし、神戸市には帰属しません。

④　当該補助事業に係る帳簿及び書類は、補助期間終了後５年間保存していただく義務があります。

⑤　同一案件での神戸市の他の補助制度への重複申請はできません。また、本補助制度と同一案件で国・県等の他の補助制度への重複申請は可能ですが、その旨を必ず事業計画書にご記入ください。ただし、他の補助制度の交付を受ける場合には、本補助制度の交付はできません。

⑥　審査の判定内容に関する問い合わせについては、応じられませんので御了承ください。
⑦　本補助金を受けた場合、補助期間終了後３年間、状況報告書（様式第１４号）により、事業の進捗状況を毎年３月末日までに報告していただく義務があります。

　　　また、必要に応じて進捗状況の報告をお願いする場合があります。
（提出先：神戸市経済観光局経済部工業課）


４　スケジュール


	認定交付申請

（６月８日（金）まで）




	審査（ヒアリング）

（６月下旬～７月中旬）


	認定交付事業の決定

（８月初旬頃）


　


	概算払い

（８月下旬以降）



	事業実績報告

（３月３１日まで）



　　　　　

　　

	最終確定・請求

（４月頃）


神戸挑戦企業等支援補助制度　Ｑ＆Ａ集

【 補助対象者について 】

Ｑ１．コンソーシアムに企業以外の大学、医療・公的研究機関等を含んでも良いのか？

Ａ：含んでいただいて結構です。ただし、１／２以上を計算する時は、コンソーシアム構成員のうち企業のみを対象とします。

Ｑ２．コンソーシアムに大企業を含んでも良いのか？

Ａ：含んでいただいて結構です。ただし、コンソーシアム構成員の１／２以上が市内中小企業である必要があります。市内中小企業とは、「神戸市内に本社または主たる事業所を置く中小企業」をいいます。

Ｑ３．コンソーシアムの幹事になる要件は？
Ａ：市内中小企業のみが対象となります。

Ｑ４．みなし大企業とは？

Ａ．この補助制度では、以下に該当する中小企業について、「みなし大企業」として取り扱います。

1 発行済株式の総数又は出資価額の総額の２分の１以上を同一の大企業（※）が所有している中小企業

· 発行済株式の総数又は出資価額の総額の３分の２以上を大企業（※）が所有している中小企業

· 以下については、この場合の「大企業」として取り扱いません。

· 投資事業有限責任組合契約に関する法律に規定する投資事業有限責任組合

· 中小企業投資育成株式会社法に規定する中小企業投資育成株式会社

· 廃止前の中小企業の創造的事業活動の促進に関する臨時措置法に規定する指定支援機関（ベンチャー財団）と基本約定書を締結した者（特定ベンチャーキャピタル）

Ｑ５．主たる事業所とは？

Ａ．神戸市の法人市民税の課税対象となる事業所を言います。

【 補助対象事業について 】

Ｑ６．新事業展開とは？

Ａ： 新たな事業分野への進出、これまで取引のなかった企業等との取引創出、従来の取引先との新たな分野での取引創出、など従来の事業から一歩踏み出した取り組みを図ろうとするものをいいます。
Ｑ７．補助対象となる試作開発事業とはどのような事業か？

Ａ： 川下企業等からの受注を目指した試作開発事業であり、たとえば次のようなケースが考えられます。
・航空・宇宙分野において、当該分野で求められる品質課題をクリアした試作品を川下企業に提案することで信用を獲得し、当該分野での新たな取引創出（受注）を目指す試作開発事業。
・川下企業からの具体的なニーズに対し、自社の技術を活用して課題を解決した試作品を提案し、新たな取引創出（受注）を目指す試作開発事業。
Ｑ８．川下企業等から受託を受けて試作開発に取り組む場合も対象になるか？

Ａ： 「新事業展開」に該当する場合は補助事業の対象となりますが、補助事業に要する経費から受託費を控除した額が補助対象経費となります。
Ｑ９．水素産業分野における製品試験検査事業では、自社で行う試験検査は対象にならないのか？
Ａ：「水素産業分野における製品試験検査」において補助対象となるのは、外部試験検査機関における試験検査費用です。自社で行う試験検査は補助対象になりません。
Ｑ１０．試験検査機関とは？
Ａ：水素産業分野の新製品開発等にあたって不可欠となる製品試験検査（耐久性試験、性能試験、気密試験など）を行う外部の試験検査機関等のことで、たとえば以下のような機関です。

・(公財)水素エネルギー製品研究試験センター（ハイトレック）【福岡県糸島市】

・日鉄住金テクノロジー株式会社阪神事業所高圧試験技術センター【尼崎市】

・神戸大学海事科学部水素実験棟【神戸市】
【 補助申請について 】

Ｑ１１．国・県などの他の補助制度に、今回の申請内容と同様の申請をすることはできるのか？
Ａ：神戸市の補助制度以外への重複申請は可能ですが、その旨を必ず事業計画書にご記載下さい。

ただし、補助金の重複交付はできませんので、他の補助金の交付を受ける場合は、本補助は取り消されます。


Ｑ１２．水素関連製品の新規開発事業を予定しているが、新規開発事業と製品試験検査事業の両方に申請することは可能か？
Ａ：可能です。ただし、製品試験検査事業の補助対象経費として計上した試験検査料は、新規開発事業の補助対象経費として計上することはできません。（新事業展開のための試作開発事業との併願についても同様です）

Ｑ１３．水素産業分野における製品試験検査事業の申請を行う場合は、申請書には実施する試験検査の内容を記載すればよいのか？
Ａ：水素産業分野における製品試験検査事業は、「水素産業分野における新素材・新製品の開発、試作開発に係る試験検査機関等における製品試験検査」が補助対象事業となります。したがって、申請書には、試験検査の内容だけでなく、新規開発・試作開発の内容についても記載が必要です。

【 補助期間について 】

Ｑ１４．最大２年間の補助期間とは？

Ａ：補助期間は原則として平成３１年３月末までの１年間ですが、コンソーシアム枠においては、事業の内容に応じて、平成３２年３月末までの２年間の期間を設定できます。ただし、補助金額は初年度は５００万円、翌年度は２５０万円以内となります。また、単年度事業の場合、補助金額は５００万円以内となります。なお、平成３１年度の補助金額については、平成３１年度の予算成立が前提となります。
【 会計について 】
Ｑ１５．直接人件費の算出方法は？
Ａ：開発等に直接従事した人の「時間給額×直接作業時間」で算出して下さい。

· 時間給額は、「年間総支給額」を「年間所定労働時間」で除した金額です。
年間総支給額には所定労働時間外手当、賞与を含めることはできません。

なお、時間給額を計算する際、１円未満は切り捨ててください。
· 直接作業時間については、業務日報等の確認できる書類が必要となります。

ただし、対象となるのは、新規開発・試作開発に直接関与する者の、補助事業に直接従事した時間に対する人件費となります。
　　　なお、補助対象となる直接人件費の上限は、原則として補助対象事業費の２分の１としますが、２分の１を超える場合は、交付申請書（様式第４号別記）に理由を記入ください。記載内容によっては確認させていただく場合があります。
Ｑ１６．人件費に含まれる諸手当の範囲は？
Ａ：家族手当、住居手当、通勤手当、役付手当（役職手当・管理職手当）、職階手当、皆勤手当、能率手当、生産手当、各種技術手当、特別勤務手当、勤務地手当などは含めることができますが、食事手当などの福利厚生的な手当及び時間外手当や賞与は含めることはできません。

Ｑ１７．一般管理費は対象になるのか？

Ａ：一般管理費は補助対象経費の対象外です。


Ｑ１８．経費（原材料費、装置購入費、外注加工費、委託費）は、市内の事業者への発注が原則とあるが、市外の事業者への発注がある場合は申請できないのか？
Ａ：交付申請書（様式第４号別記　(コンソーシアム２年目の申請者は様式第７号その３)）に、市外の事業者への発注がある支出項目の説明欄に理由を記載ください。記載内容によっては確認させていただく場合があります。

Ｑ１９．実績報告書には経費を証明する書類を添付する必要があるが、コンソーシアムの場合は、各構成企業の証明書類を提出すればよいのか？

Ａ：各構成企業の証明書類を幹事企業がとりまとめ、幹事企業より提出してくだい。

Ｑ２０．自社調達等における利益等排除の考え方

Ａ：補助事業において、補助対象経費の中に補助事業者の自社製品の調達又は関係会社からの調達がある場合、補助対象事業の実績額の中に補助事業者の利益相当分が含まれることは、補助金交付の目的上ふさわしくないと考えられます。このため、利益等排除の方法を原則以下のとおり取り扱うこととします。

１．利益等排除の対象となる調達先

　以下の（１）～（３）の関係にある会社から調達を受ける場合（他の会社を経由した場合、いわゆる下請会社の場合も含む。）は、利益等排除の対象とします。

　利益等排除の対象範囲には、財務諸表等規則第8条で定義されている親会社、子会社、関連会社及び関係会社を用いることとします。

（１）補助事業者自身

（２）１００％同一の資本に属するグループ企業
（３）補助事業者の関係会社（上記（２）を除く）

２．利益等排除の方法

（１）補助事業者の自社調達の場合

　　　原価をもって補助対象経費に計上します。この場合の原価とは、当該調達品の製造原価をいいます。

（２）１００％同一の資本に属するグループ企業からの調達の場合

　　取引価格が当該調達品の製造原価以内であると証明できる場合は、取引価格をもって補助対象額とします。これによりがたい場合は、調達先の直近年度の決算報告（単独の損益計算書）における売上高に対する売上総利益の割合（以下「売上総利益率」といい、売上総利益率がマイナスの場合は０とする。）をもって取引価格から利益相当額の排除を行います。この場合の売上総利益率は小数点第2位を切り上げて計算します。

（３）補助事業者の関係会社（上記（２）を除く。）からの調達の場合

　　　取引価格が製造原価と当該調達品に対する経費等の販売費及び一般管理費との合計以内であると証明できる場合、取引価格をもって補助対象経費に計上します。これによりがたい場合は、調達先の直近年度の決算報告（単独の損益計算書）における売上高に対する営業利益の割合（以下「営業利益率」といい、営業利益率がマイナスの場合は０とする。）をもって取引価格から利益相当額の排除を行います。

注）「製造原価」及び「販売費及び一般管理費」については、それが当該調達品に対する経費であることを証明してください。また、その根拠となる資料を用意してください。

　　　なお、（２）及び（３）が一般の競争の結果最低価格であった場合にはこの限りではありません。

提出先：


医療・健康・福祉分野・・・ (公財)神戸医療産業都市推進機構クラスター推進センター


上記以外の３分野・・・・・神戸市経済観光局経済部工業課





 　 ※詳細は次ページを参照。





問い合わせ及び申請書などの提出先 





　　申請書の受付期間


平成３０年５月１１日（金）～６月８日（金）（１７時必着）


（土・日・祝日を除く。９：００～１２：００、１３：００～１７：００）





【医療・健康・福祉分野】


(公財)神戸医療産業都市推進機構 クラスター推進センター


　　　〒650-0047　神戸市中央区港島南町１丁目５－２


神戸キメックセンタービル　７階


　　　　　　ＴＥＬ　（０７８）３０６－０７１９


　　　　　　ＦＡＸ　（０７８）３０６－０７５２


　　　　　　　Ｅ-mail　kiki-plat@fbri.org 


※ 提出は、郵送または持参してください。





【航空・宇宙分野、農業・食糧分野、環境・エネルギー分野】　及び


水素産業分野における【製品試験検査】


神戸市経済観光局経済部工業課


　〒650-8570　神戸市中央区加納町６丁目５番１号


　　　　　　　市役所１号館７階


　　　　ＴＥＬ（０７８）３２２－５３３３


　　　　ＦＡＸ（０７８）３２２－６０７４


　　　　Ｅ-mail　kogyoka@office.city.kobe.lg.jp


※ 提出は、郵送または持参してください。





○ 申請書の配布場所


（土・日・祝日を除く。９：００～１２：００、１３：００～１７：００）





　　　  ● 神戸市経済観光局経済部工業課


　　　　　　〒650-8570　神戸市中央区加納町６丁目５番１号


　　　　　　市役所１号館７階


　　　　　　ＴＥＬ（０７８）３２２－５３３３


　　　　● (公財)神戸市産業振興財団 商業・ものづくり支援部


　　　　　　〒650-0044　神戸市中央区東川崎町１丁目８番４号


　　　　　　神戸市産業振興センター６階


　　　　　　ＴＥＬ（０７８）３６０－３２０８


　　　　● (公財)新産業創造研究機構（ＮＩＲＯ）


　　　　　　〒650-0046　神戸市中央区港島中町６丁目１番


　　　　　　神戸商工会議所会館４階


　　　　　　ＴＥＬ（０７８）３０６－６８０６


● (公財)神戸医療産業都市推進機構クラスター推進センター


　　　　 〒650-0047　神戸市中央区港島南町１丁目５－２


　　　　 神戸キメックセンタービル７階


　　　　　  ＴＥＬ（０７８）３０６－０７１９





「神戸ものづくり支援ポータル」ホームページよりダウンロードできます。 


URL：　http://www.kobe‐liaison.net/　





提出書類





平成３０年





様式第1号、第2号、第3号、


第4号その1～4及び4号別記及び第4号の2


※第2号はコンソーシアム枠のみ





様式第9号


※概算払いを希望する場合のみ











様式第11号その1、2








平成３１年





様式第13号
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